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１．放射能汚染・被害から農業・農産物を守る手段
　実際に汚染された農産物については、補償する政策をいち早く打ち出して農家の不安を解消するべきである。原発事故は明らかに人災であり、補償は東京電力が行うべきであるが、当面は政府が肩代わりする形で補償案を提示し、農家の所得確保を図るべきである。一方、「摂取制限」の指示が風評被害を拡大し、放射能が（暫定）規制値を下回る農産物でも拒否にあい、一般の農家に被害が広がっている。風評被害を抑制するためには、放射能測定器の配布が望ましく、生産者団体だけでなく、消費者団体、市民グループなどが速やかに調達できるように援助すべきである。

２．復興からの再建ビジョンの早期確立

　流出にあった農地を回復させることは容易ではないが、復興にあたっては長期的土地利用の視点に立って都市計画を練る必要がある。一時的に農地に関する権利を凍結して、新しい利用計画を導入するための作業工程を明らかにし、近代的経営の確立に向けて取り組むべきである。特に、農業の基盤整備や区画整理、換地などを駆使し、一区画2ヘクタール規模の水田に集約する一方、放射能汚染などでしばらくは土を使えないところでは、地面にコンクリートを張ったハウス園芸や水耕栽培などを展開することが考えられる。災害復興と合わせて農業再生のモデル地区としての位置づけを与えるべきである。
３．経済特区などの活用を通じた自由な農業の取組みの推進

　新たな農村モデルを構築するためには、これまでの農家だけの取組みではなく、他産業の企業との協力や農外からの参入を促す政策を推進すべきである。そのためには農地法の適用を除外し、農地の所有を含めて誰にでも農地利用の権利を認め、長期に農業生産に取組み体制を作る必要がある。ただし、農地を農地として利用しない場合には重いペナルティを課す。このような取組みのためには経済特区の活用が望ましい。一方で、農村と都市地域を一体化してゾーニング規制を課し、商業地域、工業地域、住宅地域、農業地域等を明確にした都市作りを行うべきである。
４．長期的な農業自立への政策転換

　上記の東日本大震災からの復興モデルを全国に展開するために、大胆な政策転換を図るべきである。それはとりもなおさず、グローバル化対応の農政に舵を切ることである。全国一律の農政ではなく、総量としての農地は守りつつ、農業の展開は地域の取組みに委ね、優れた取組みには国が大きな援助を与える仕組みに転換することが望ましい。日本の農地は460万haしかないのであり、これを有効に活用するために、転用期待で農地を所有する行為を税制で排除し、農業にたけた人が農業を担えるように、ミクロとマクロの経済政策を駆使して農業の自立化を図るべきである。
